


























































































































昭和63年度共同主催国際会議

本会議は，昭和28年以降毎年おおむね 4件の学術関係国

際会議を関係学術研究団体と共同主催しているが，昭和63

年度は次の 4国際会議を我が国において開催することとし

た。（昭和62年 6月16日（灼閣議了解）

国際家族法学会第 6回世界会議

開催期間：昭和63年 4月 6日～12日

開催場所：日本大学会館（東京都）

Jt（罷団体：日本家族 く社会と法）学会

第 9回世界地震工学会議

開催期間：昭和63年 8月 2日～ 9日

開催場所：ホテルニューオオタニ （東京都），国立京

都国際会館（京都市）

共（偵団体：土木学会， 日本建築学会，土質工学会，

日本機械学会，地震学会，震災予防協会

第 8回国際内分泌学会議

開催期間 ：昭和63年 7月17日～23日

開（藷場所：国立京都国際会館 （京都市）

共催団体：日本内分泌学会

第 5回国際植物病理学会議

開催期間：昭和63年 8月20日～27日

開催場所：国立京都国際会館（京都市）

共催団体：日本植物病理学会，日本植物防疫協会

我が国の理科教育について （意見）

一 日本学術会議科学教育研究連絡委員会報告一

本研究連絡委貝会は．かねて我が国と世界各国との学校

における理科教育の実態について関心を持ち比較を行って

きたが．昨年教育課程審議会の発表した教育課程改定の大

綱に関する中間報告と各教科の時間数に関する試案は．我

が国の理科教育の世界の動向からの逸脱をはっきりさせた

ものとして．深い憂慮の念を示すものである。

意見 （要旨）

第2次大戦後科学技術立国は我が国の国是であった。

この方向に資するため．我が国は学校における理科教育の

振興に努め．大学における科学・技術の教官・研究にも多

人の力を注いできた。しかるに．現今の国の施策を見ると．

上述の方向とは逆行するものが増えていると言わねばなら

ない。今回の中間報告に見られる小学校低学年理科の廃止．

小学校から中学校まで 9年間の理科の時間数は昭和43年に

比ぺて 6~ 7時間の減．高等学校においては．昭和35年に
6単位 (4科目必修）が昭和53年に 4単位（理科 Iのみ必

修）となリ今回もそれが引き継がれようとしている。

学校教育における時問数の削滅は必ずしも他の教科にな

かった現象ではないが．理科においてその滅少が特に顕著

であ った。我々はこの点について強い危機感を抱くもので

の発達に見合って．その内容を設定していく必要があるか

らで、時間数の削滅がその適期を逸する恐れが強くなった

からである。我々は．今後の理科教打において次の手当が

なされるぺきであると考える。

1 小学校においては．健全な自然観の育成を目標とし．

低学年の理科も存続させる。

2 中学校 ・高等学校においては．科学技術に生きる人間

としての能力を育成するため充分の時間を確保する。

地区会議活動について

日本学術会議は．全国を．北海ill.東北．関*・中部．

近畿中国・四国．九州・沖纏の 7プロ ックに分け．「地区

会議」を組織している。

これらの地区会議は．運営寄議会附置広報委貝会の下に

沼かれ．学術会議の各部 ・委員会等の活動状況を各地区内

の科学者等に周知し．また．学術会議に対する意見、要望

を汲み上げて．学術会議と科学者との意志疎通を図るとと

もに．地域社会の学術の振興に寄与することを目的として

しヽ る。

各地区会議は．原則として、当該地区に居住．あるいは

勤務している学術会議会貝の中から各部（第 1部～第 7部）

1人ずつ計7人をも って構成することとされているが，該

当する会貝全貝を構成員としている地区も 多い。また、部

によ っては．該当する会員のいない地区があり ．その場合

には研究連絡委且会委員を構成貝としている。

各地区会議は．構成貝である会貝の中から代表幹事 1人

（関東地区のみ 2人）を選び，その主宰者としている。

さらに、各地区会議には．その活動に関する平務を処理

するために．「地方連絡委員」を置いている。この地方連絡

委貝には．北海逍地区会議は北海道大学．東北地区会議は

束北大学．中部地区会議は名古屋大学．近畿地区会議は京

都大学．中国・四国地区会議は広島大学．九州・沖縄地区

会議は九州大学の事務局長以下 6~10人の職貝が委嘱され

ている。各地区会議は．これらの各大学事務局職貝の多大

な協力の下に運営されているのである。

各地区会議は，前述の目的を果たすために．科学者との

愁談会・学術講演会等の開催，地区会議ニュースの発行等

の事業を活発に行っている。先般，運営審譲会で決定され

た今年度の各地区会議事業計画によると，全国各地で，科

学者との懇駿会は12回，学術講演会は14回それぞれ開催さ

れる予定である。

日本学術会議主催公開講演会

本会議は．学術の成果を広く国民生活に反映浸透させる

という日本学術会議法の主旨に沿うため．公開講演会を主

催していますが．昭和62年度には、本会議会貝（演者）に

よる公開講演会を次のとおり 3回企画しています。

開催日・演者等詳細は決定次第新聞広告等でお知らせす

る予定ですが、多数の方々のご来場をお願いします。

テーマ 1: 「高度情報化社会」に関するも(1)

開催地東京

テーマ 2: 「科学の進歩と人問社会」に関するもの

開催地京都

テーマ 3 : 「マン ・システム ・イ ンターフェース」に関

するもの

開催地東京

多数の学術研究団体の御協力により ． 「日本学術会

譲だより 」を掲載していただ くことができ ．ありがと

うございます。

までお寄せください。

〒106 港区六本木 7-22-34

日本学術会議広報委員会

（日本学術会議事務局庶務課）

電話 03 (403) 6291 
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日本環境変異原学会会則

第 1条 本会は日本環境変異原学会(TheEnviron-

mental Mutagen Society of Japan)と称

する。

第2条 本会は人間環境における突然変異原．と

くに公衆の健康に重大な関係を有する突

然変異原の研究を推進することを目的と

する。

第3条 本会の会員は．正会員および竹助会員と

する。正会員は本会の趣旨に賛同し．環

境変異原の研究に必要な知識と経験を有

し，定められた会費を納人した者．笠助

会目はこの学会の事業を後援し，定めら

れた会伐を納人した個人または法人とす

る。

第 4条 本会に人会を希望するものは． 1名以上

の評議員の推せん書とともに所定の申込

占に記人の上．本会事務所に申込むもの

とする。

第5条 会員は毎年会貨を納人しなければならな

い。次年度の年会費の額は評議員会にお

いて審議し総会において定める。

第 6条 本会はその目的を達成するために次の弔

業を行う。

I. 年 1回大会を開催し．学術上の研究

成果の発表および知識の交換を行う。

2. 奨励宜を設け．環境変異原の分野で

すぐれた研究を行い．将来の成果が期

待される研究者（原則として会員）に

授与する。

3. Mutation Research誌の特別巻を特

価で購人配布する。

4. 国際環境変異原学会連合に加入し．

国際協力に必要な活動を行う。

5. その他本会の目的を達成するために

必要な活動を行う。

第7条 本会に次のとおり役員および評議員を置

く。

会 長 1名 庶務幹事 l名

会計幹事 l名．国際交流幹事 l名．

編集幹事 l名．会計監査 2名．ぉ

よび評議員若干名。

評議員は正会員の投票により選ぶ。

会長は評議員の互選によって定める。

庶務幹事．会計幹事．国際交流幹事．編

集幹事および会計監査は会長が委嘱する。

この他会長は必要な場合には会員の中よ

り若干名を指名し総会の承諾を得て，評

議員に加えることができる。

役員および評議員の任期は2年とする。

役員か同じ任務に引続いて就任する場合

には 2期をもって限度とする。

第8条 評議員会は会員を代表し，事業計画．経

伐の収文．予算決算およびその他の重要

事項について審議する。

第9条 本会は年 1回総会を開く。

総会において会則の改廃制定，予算 ・決

算の承認その他評議員会において審議

した重要事項の承認を行う。

第10条 本会の事務執行機関は会長および4名の

幹事をもって構成する。

会長は執行機関の長となり，また本会を

代表する。

第11条 本会の事務は暦年による。

第12条 本会に名営会員をおく。

附記

I. 本会則は昭和61年 1月1日より施行する。

2. 本会は事務所を

静岡県三島市谷田 ］，111番地に置く 。

3. 正会員および賛助会員の会費はそれぞれ

年額3,000円およびl口20,000円とする。

ただし． Mutation枷search誌の特別巻

の配布を希望するものは，会費の他に別

途定める購読料を本会へ前納するものと

する。
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日本環境変異原学会入会申込書 学 A 子 部 学部学校名 卒業年次 年

歴 大学院 課程学校名 修了年次 年

昭和 年 月 学 位 取得年 年

日本環境変異原学会長 殿
研究領域 （下記にあてはまる項の 2, 3を0で囲んでください）

貴学会に入会いたしたく評議会の推薦を添えて申し込みます。 1.変異原 2.検出系 3. 毒 性 4.発生異常 5.汚 染

6.疫 晃子 7.遺 伝 8. が ん 9.微生物 10.高等動物
フ リ ガナ

11.高等植物 12.食 品 13. 気体 ・粉じん 14.医薬品 15.農 薬
氏 名 R 

16.代 謝 17.分子機構 18. その他（ ） 
ローマ字つづり

生年月日，性別 年 月 日 I 男 女 研 究歴 （現在行っている研究の動向や興味の点について数行記入のこと）

I 

（和）

所属機関

部局
（英）

職名

加入学会名 （本学会以外の）
〒 電話 内線

（和） I 
所属機関

所在地
（英）

推薦者 （日本環境変異原学会評議員）

氏名（署名） R 

〒 電話

自宅 （和） 入会申込者との関係（数行ご記入ください）

住所

（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ②自 宅

7

1
 

-120- -121 -



日本環境変異原学会奨励賞受賞者
’’ ll ,, 

日本環境変異原学会昭和61~62年度評議員名簿
第 1回昭和54年度

（五十音順）
■, 長尾美奈子 「食品の変異原因子に関する研究」

氏 名 所 属
■’ 
第 2回昭和55年度

石館 基 「環境変異原及び癌原物質の染色体異常によるスクリーニング」

石 館 基 国立衛生試験所 l 
,, 
’， ’ 常盤 寛 「大気中の変異原性汚染物質の実態の調査と研究」
i 

乾 直 道 日本たばこ産業（樹生物実験センター

大 西 克 成 徳島大学医学部

11 
第 3回昭和56年度

加 藤 隆 慶応義塾大学医学部 賀田 恒夫 「環境変異原検出に関する Rec-assayの開発とその応用」

菊 池 康 基 武田薬品工業（樹中央研究所

黒 木登志夫 東京大学医科学研究所 第 4回昭和57年度

黒 田 行 昭 国立遺伝学研究所 I I 松島泰次郎 「変異原性検出による化学物質の発癌性評価についての研究」

近 藤 宗 平 近畿大学原子力研究所 | ＇ 早津 彦哉 「環境中の変異原物質の作用気機作に関する化学的研究」

定 家 義 人 国立遺伝学研究所

佐 藤 茂 秋 国立がんセンター研究所 第 5回昭和58年度

白 須 泰 彦 残留農薬研究所 葛西 宏 「加熱食品中の強力な変異原イミダゾキノリンおよびイミダゾキノ

杉 村 隆 国立がんセンター キサリンの発見」

祖父尼 俊雄 国立衛生試験所

高 山 昭 国立がんセンター研究所 i 第6回昭和59年度
啓 京都大学医学部

大西 克成 「環境中のニトロピレン類の検出及び代謝に関する研究」
武 部

土 J I I 清 国立遺伝学研究所

I 
第7回昭和60年度

長 尾美奈子 国立がんセンター研究所
若林 敬二 「食品中の新しい変異原前駆物質の研究」

西 岡 同志社大学工学部

早 津 彦 哉 岡山大学薬学部
第 8回昭和61年度

松 島泰次郎 東京大学医科学研究所
林 真 「invivo小核試験法の基礎と応用に関する研究」

士

} " 邦 衛 三菱化成（樹総合研究所安全性センター
森本 兼嚢 「ヒト末梢リンパ球における姉妹染色分体交換 (SCE)誘発に関ロ

する研究」
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編集後記

昭和61年10月1~3日にわたって東京で開催された日本環境変異原学会15回大会の特集

号として，学会奨励賞受賞講演，特別講演， シンポジウム講演を収録させて頂きました。

特別講演にストックホルム大学の C.Ramel博士をお招きすることが出来たのは，財

団法人がん研究振興財団が日本小型自動車振興会の補助により行っている「対がん10カ年

総合戦略」の1事業であるレクチャーシップ事業の講師として招へいされた機会に，財団

の御好意により実現できたもので，改めてここにがん研究振興財団および中澤幸一専務理

事に対し感謝，御礼申し上げます。

名誉会員 AlexanderHollaender博士がなくなられたので，博士にもっとも身近かに

接してこられた近藤先生に追悼文をお願いしました。博士の写真も近藤先生の御好意でか

かげることが出来ましたので厚く御礼申し上げます。Hollaender博士の御冥福をお祈り

します。

ご執筆をいただいた諸先生には，御多用中のところを本号のために貴重な時間をさいて

原稿をお寄せいただいたことを厚くお礼申し上げます。

環境変異原研究

昭和62年10月14日

昭和62年10月20日
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